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人
事
当
局
よ
り
提
案

夏
期
対
策

に
つ
い
て

勤
務
時
間
及
び

育
児
休
業
制
度
等

の
改
正
に
つ
い
て

６
月
15
日(

火)

17
時

15
分
か
ら
区
役
所
に
お

い
て
団
体
交
渉
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
そ
の
中
で

「
勤
務
時
間
及
び
育
児

休
業
制
度
等
の
改
正
に

つ
い
て
」
当
局
よ
り
提

案
が
さ
れ
、
組
合
と
し

て
合
意
を
し
て
き
ま
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、

「
子
ど
も
の
看
護
休
暇

が
年
５
日
か
ら
上
限
10

日
に
変
更
」
や
「
取
得

条
件
の
緩
和
」
等
の
改

正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

具
体
的
な
内
容
は
、
裏

面
を
参
照
し
て
く
だ
さ

い
。

「
夏
季
休
暇
改
善
要

求
に
つ
い
て
」
「
夏

季
休
暇
完
全
取
得
に

向
け
た
条
件
整
備
の

具
体
的
要
求
」
を
当

局
に
申
し
入
れ
ま
し

た
。
当
局
は
「
夏
季

休
暇
の
日
数
増
は
平

成
15
年
に
条
例
化
さ

れ
て
い
る
た
め
、
理

解
し
て
も
ら
い
た
い
。

し
か
し
真
夏
の
炎
天
下

で
の
作
業
や
ア
ス
フ
ァ

ル
ト
熱
等
夏
場
の
体
力

消
耗
は
十
分
理
解
し
て

い
る
。
十
分
な
休
養
は

必

要

と

考

え

て

い

る
。
」
と
回
答
し
日
数

増
に
つ
い
て
は
要
求
が

通
り
ま
せ
ん
で
し
た

が
、
「
条
件
整
備
の

具
体
的
な
要
求
に
つ

い
て
は
、
例
年
通
り

組
合
と
十
分
な
話
し

合
い
を
し
て
い
き
、

職
員
が
リ
フ
レ
ッ
シ

ュ
で
き
る
よ
う
な
環

境
整
備
を
し
て
い
き

た
い
。
」
と
の
回
答

を
受
け
、
組
合
と
し

て
合
意
し
ま
し
た
。

夏
期
対
策
の
臨
時
職

員
数
を
計
算
式
通
り
に

割
り
出
す
と
、
今
年
度

臨
時
職
員
数
は
２
３
０

人
に
な
り
ま
す.

。

（
昨
年
度
は
２
８
２

人
）た

だ
し
今
年
度
は
、

①
入
谷
朝
顔
市
に
伴
う

早
出
作
業
（
軽
小
対
応

2
組
）
、

②
海
の
日
の
祝
日
作
業

計
画
（
皮
革
１
セ
ッ
ト

減
）
、

③
隅
田
川
花
火
大
会
に

伴
う
作
業
計
画
の
変
更

（
小
プ
３
台
、
軽
小
３

台
）
の
提
案
を
受
け
、

こ
れ
ら
に
つ
い
て
も
合

意
し
ま
し
た
。

夏
期
休
暇
改
善
要
求
及
び
夏
季
休
暇
完

全
取
得
に
向
け
た
条
件
整
備
の
具
体
的
要

求
の
申
し
入
れ

長
期
病
欠
者
が
出
た
事

や
変
動
調
整
を
考
慮
し

た
臨
時
職
員
の
要
求
を

粘
り
強
く
続
け
て
、
結

果
的
に
、
臨
時
職
員
で

延
べ
３
４
５
人
、
臨
時

車
26
台
の
提
案
が
あ
り

ま
し
た
。
組
合
と
し
て

は
職
場
実
態
に
見
合
っ

た
夏
期
対
策
と
受
け
止

め
合
意
し
ま
し
た
。

ま
た
、
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１．趣旨

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律及び地方公務員の

育児休業等に関する法律の改正に伴い、所要の

改正を行う。

２．改正内容

（１）勤務時間

①育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限

ア育児を行う職員の深夜勤務の制限

職員の配偶者で当該子の親である者が、深夜

（午後１０時から午前５時）において養育でき

ない場合を対象とする。

イ介護を行う職員の深夜勤務の制限

深夜において要介護を介護する場合を対象と

する。

②３歳に満たない子の育児を行う職員の超過勤

務の制限

公務に支障がないと認めるときは、所定労働

時間を超えて勤務しないことを承認する。

③小学校就学の始期に達するまでの子の育児又

は、要介護者の介護を行う職員の超過勤務の

制限

公務の運営に支障がないと認めるときは、制

限時間を超えて勤務しないことを承認する。

（２）子どもの看護休暇

年５日を上限１０日に変更する。

（３）短期の介護休暇

要介護者の介護を行う職員は、対象者１人当た

り年５日（上限１０日）の短期の介護休暇（有

給）を取得できる。

（４）育児休業制度（育児休業、育児短時間勤

務、部分休業）

①対象者となる職員

配偶者の育児休業の取得の有無や就業の有無

等の状況にかかわりなく、職員は育児休業、育

児短時間勤務及び部分休業を取得できる。

②通称「産後パパ育休」

子の出生の日及び産後８週間の期間内（出生の日

から５７日間以内）に育児休業を取得した職員は、

特別の事情がなくても、再び育児休業を取得するこ

とができる。

③育児休業等計画書による再度の育児休業及び育児

短時間勤務

ア育児休業

夫婦が交互に育児休業をしたかどうかにかかわら

ず、職員が育児休業の請求の際に、育児休業等計画

書を提出して最初の育児休業をした後３か月以上経

過した場合に、再度の育児休業を取得することがで

きる。

イ育児短時間勤務

夫婦が交互に育児短時間勤務をしたかどうかにか

かわらず、職員が育児短時間勤務の請求の際に、育

児休業等計画書を提出して最初の育児短時間勤務を

した後３か月以上計画した場合に、前回の育児短時

間勤務の終了から１年以内であっても育児短時間勤

務をすることができる。

④育児休業及び育児短時間勤務の承認の取消事由の

除外

ア育児休業

職員以外の子の親が常態としてその子を養育する

ことができることとなった場合においても、育児休

業の取消事由には当たらない。

イ育児短時間勤務

職員が育児短時間勤務により子を養育している時

間に、職員以外の子の親がその子を養育することが

できることとなった場合においても、育児短時間勤

務の取消事由には当たらない。

（５）施行日

平成２２年６月３０日


